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１．2025年４月期第３四半期の連結業績（2024年５月１日～2025年１月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年４月期第３四半期 14,743 4.9 395 ― 470 39.6 316 86.0
2024年４月期第３四半期 14,056 9.9 10 ― 337 182.6 170 180.7

(注) 包括利益 2025年４月期第３四半期 357百万円( 39.6％) 2024年４月期第３四半期 256百万円( 27.9％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年４月期第３四半期 121.94 ―
2024年４月期第３四半期 65.57 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年４月期第３四半期 30,189 7,172 23.2
2024年４月期 29,522 6,945 22.9

(参考) 自己資本 2025年４月期第３四半期 7,005百万円 2024年４月期 6,774百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年４月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00
2025年４月期 ― 0.00 ―
2025年４月期(予想) 50.00 50.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年４月期の連結業績予想（2024年５月１日～2025年４月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,000 0.5 500 15.9 550 △34.3 350 △36.0 134.96

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年４月期３Ｑ 2,605,000株 2024年４月期 2,605,000株

② 期末自己株式数 2025年４月期３Ｑ 11,695株 2024年４月期 11,647株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年４月期３Ｑ 2,593,351株 2024年４月期３Ｑ 2,593,398株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ペ－ジ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する

説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善やインバウンド需要の拡大により、緩

やかな回復基調で推移しました。しかしながら、ウクライナ情勢や中東情勢の長期化、原材料や物価の上昇に加え、

欧米諸国とわが国の金利政策の方向性の違いによる為替の変動等の影響、さらに米国の政策動向等、先行き不透明

な状況となっております。

当社グループ主力ユーザーの水産業界におきましては、海洋環境や気象状況の変動による漁獲量の減少や人件費、

資材等コストの上昇もあり、事業収益の圧迫要因となっております。しかし、一部の魚種では、漁獲量や魚価の回

復も見られ、外食産業向けの需要も堅調に推移しており、地域差はあるものの漁業資材への投資意欲は概ね回復傾

向にあります。

このような状況のもと、当社グループの売上高は、漁業関連事業では、魚価が堅調なことから漁業者の投資意欲

が回復し、旋網部門や養殖網部門を中心に増加しました。また、陸上関連事業では、獣害防止ネットや施工工事の

受注が堅調であること等から前年同期と比べて売上高は増加しました。営業利益は、原材料費や人件費等のコスト

の上昇はありましたが、価格転嫁を円滑に進める努力をしたことや適正な在庫を確保し、製商品の短納期化を推進

したこと等により前年同期と比べて増加しました。また、営業外収益として為替差益を計上し、特別利益として政

策投資株式の一部見直しを行い、投資有価証券売却益を計上しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は14,743百万円（前年同期比4.9％増）、営業利益は395百万円

（前年同期は10百万円の営業利益）、経常利益は470百万円（前年同期比39.6％増）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は316百万円（前年同期比86.0％増）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

[漁業関連事業]

魚価の回復や水産物の需要に支えられ、定置網部門、旋網部門及び養殖網部門が堅調に推移し、売上高は12,066

百万円（前年同期比4.8％増）となりました。利益面は、原材料費の上昇や人件費のコストは増加しましたが、価格

転嫁を円滑に進める努力をしたことや適正な在庫を確保し、お客様のニーズに合った製商品の短納期化を推進した

ことにより、セグメント利益は228百万円（前年同期比932.7％増）となりました。

[陸上関連事業]

獣害防止ネットや施工工事の受注が堅調であることから、売上高は2,674百万円（前年同期比5.3％増）となりま

した。利益面は、経費は全般的に上昇しましたが、当期は前期に発生した役員退職慰労金の計上がなくなったこと

により、セグメント利益は167百万円（前年同期は10百万円のセグメント損失）となりました。

[その他]

前期に引き続き機械の部品加工等の受注は低調に推移し、売上高２百万円（前年同期比26.4％減）となりまし

た。利益面は、売上高の減少と材料費等の増加が影響し、セグメント損失は０百万円（前年同期は１百万円のセグ

メント損失）となりました。
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（２）当四半期の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ666百万円増加し、30,189百万円となり

ました。その主な内容は以下のとおりであります。

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ789百万円増加し、17,170百万円となりました。これは、受取手形及び売掛

金は減少しましたが、商品及び製品が増加したこと等によるものです。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ123百万円減少し、13,018百万円となりました。これは、有形固定資産が減

価償却により減少したこと等によるものです。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ1,004百万円増加し、15,655百万円となりました。これは、短期借入金が増

加したこと等によるものです。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ566百万円減少し、7,360百万円となりました。これは、長期借入金が減少

したこと等によるものです。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末と比べ227百万円増加し、7,172百万円となりました。これは、利益剰余金が増加し

たこと等によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点では、2024年６月13日に公表いたしました2025年４月期の連結業績予想に変更はありません。ただし、今

後の経営環境を踏まえ、業績予想の修正が必要である場合は、適時に開示してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,398,331 1,536,358

受取手形及び売掛金 7,055,394 6,163,027

商品及び製品 5,526,048 6,574,970

仕掛品 838,864 1,048,985

原材料及び貯蔵品 1,384,423 1,500,330

その他 206,713 368,369

貸倒引当金 △29,278 △21,601

流動資産合計 16,380,497 17,170,440

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,555,282 7,285,911

土地 2,633,721 2,671,621

建設仮勘定 117,763 221,428

その他（純額） 1,251,614 1,281,659

有形固定資産合計 11,558,382 11,460,620

無形固定資産

のれん 85,408 72,596

その他 82,553 90,797

無形固定資産合計 167,962 163,394

投資その他の資産

長期営業債権 1,061,508 1,068,826

繰延税金資産 189,559 128,746

その他 1,120,864 1,158,825

貸倒引当金 △955,778 △961,746

投資その他の資産合計 1,416,154 1,394,652

固定資産合計 13,142,498 13,018,666

資産合計 29,522,995 30,189,107
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,041,238 1,954,865

電子記録債務 1,665,914 1,856,867

短期借入金 9,477,487 10,659,586

賞与引当金 289,106 138,036

その他 1,177,503 1,046,615

流動負債合計 14,651,250 15,655,971

固定負債

長期借入金 6,977,107 6,457,033

長期未払金 3,910 977

役員退職慰労引当金 214,276 167,040

退職給付に係る負債 515,690 524,734

繰延税金負債 103,362 103,361

その他 112,141 107,013

固定負債合計 7,926,488 7,360,160

負債合計 22,577,738 23,016,132

純資産の部

株主資本

資本金 1,378,825 1,378,825

資本剰余金 510,540 510,540

利益剰余金 4,930,727 5,117,282

自己株式 △18,179 △18,257

株主資本合計 6,801,913 6,988,390

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 155,990 169,778

為替換算調整勘定 △183,365 △152,666

その他の包括利益累計額合計 △27,375 17,111

非支配株主持分 170,718 167,473

純資産合計 6,945,257 7,172,974

負債純資産合計 29,522,995 30,189,107
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年５月１日
至 2025年１月31日)

売上高 14,056,031 14,743,056

売上原価 11,458,569 11,936,268

売上総利益 2,597,462 2,806,788

販売費及び一般管理費 2,587,341 2,411,509

営業利益 10,120 395,278

営業外収益

受取利息 17,441 14,004

受取配当金 11,193 14,099

固定資産賃貸料 34,728 35,539

為替差益 209,799 78,564

受取保険金 113,310 1,600

その他 62,992 55,048

営業外収益合計 449,466 198,856

営業外費用

支払利息 64,568 90,849

手形売却損 6,965 7,809

保証債務費用 10,383 -

固定資産賃貸費用 24,970 17,592

持分法による投資損失 7,977 6,929

その他 7,709 508

営業外費用合計 122,574 123,689

経常利益 337,012 470,445

特別利益

投資有価証券売却益 - 17,053

特別利益合計 - 17,053

特別損失

解体撤去費用 2,454 -

災害による損失 365 780

システム障害対応費用 5,237 -

特別損失合計 8,057 780

税金等調整前四半期純利益 328,955 486,719

法人税、住民税及び事業税 69,408 119,458

法人税等調整額 87,567 54,281

法人税等合計 156,976 173,740

四半期純利益 171,978 312,978

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

1,935 △3,243

親会社株主に帰属する四半期純利益 170,043 316,222
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年５月１日
至 2025年１月31日)

四半期純利益 171,978 312,978

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 58,316 13,786

為替換算調整勘定 63,638 61,792

持分法適用会社に対する持分相当額 △37,788 △31,094

その他の包括利益合計 84,167 44,484

四半期包括利益 256,145 357,463

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 254,210 360,709

非支配株主に係る四半期包括利益 1,935 △3,245
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の

四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2023年５月１日 至 2024年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計

漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

11,513,235 2,539,806 14,053,041 2,990 14,056,031

外部顧客への売上高 11,513,235 2,539,806 14,053,041 2,990 14,056,031

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 11,513,235 2,539,806 14,053,041 2,990 14,056,031

セグメント利益又は損失(△) 22,085 △10,316 11,769 △1,648 10,120

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械の製造・メンテナンス

等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2024年５月１日 至 2025年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計

漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

12,066,668 2,674,186 14,740,854 2,201 14,743,056

外部顧客への売上高 12,066,668 2,674,186 14,740,854 2,201 14,743,056

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 12,066,668 2,674,186 14,740,854 2,201 14,743,056

セグメント利益又は損失(△) 228,077 167,982 396,060 △781 395,278

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械の製造・メンテナンス

等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年５月１日
至 2024年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年５月１日
至 2025年１月31日)

減価償却費 723,350千円 702,210千円

のれんの償却額 14,311 12,811
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年３月13日

日東製網株式会社

取締役会 御中

東陽監査法人

大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 田 部 秀 穂

指定社員
業務執行社員

公認会計士 玉 田 優 樹

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている日東製網株式会社の2024年５月１日から2025年４月

30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年11月１日から2025年１月31日まで）及び第３四半期連結累

計期間（2024年５月１日から2025年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び株式会社

名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財

務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び

株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が

適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


